
296 ひかりコラボ加入契約約款 

 

第 1 章 総則 

第 1 条 (約款の適用) 

株式会社広域高速ネット二九六（以下、「当社」といいます。）は、この 296 ひかりコラボ加入契約約

款（以下、「約款」といいます。）に基づき、296 ひかりコラボ（以下、「本サービス」といいます。）を

契約者に提供します。本サービスの利用については、約款およびその他の個別規定ならびに追加規定

（以下、「個別規定等」といいます。）が適用されます。なお、約款と個別規定等との間に齟齬が生じた

場合、個別規定等が約款に優先して適用されるものとします。 

 

第 2 条(約款の変更) 

1. 当社は、契約者の了承を得ることなく、本約款を随時変更することがあります。なお、この場合に

は、契約者の利用条件その他利用契約の内容は、改定後の新約款を適用するものとします。 

2. 前項の場合においては、当社が別途定める場合を除いて、当社の定める方法にて新約款を表示した

時点より、効力を生じるものとします。 

 

第 3 条(用語の定義) 

本約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

 

用語 用語の意味 

電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

電気通信サービ

ス 

電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電気通信設備を他人の

通信の用に供すること 

特定事業者 東日本電信電話株式会社 

296 ひかりコラ

ボ（本サービ

ス） 

IP 通信網を使用して当社が行う電気通信サービス 

取扱所交換設備 特定事業者の事業所等に設置される本サービス提供に係る交換設備（その交換設備

に接続される設備等を含みます。） 

収容ＩＰ通信網

サービス取扱所 

その契約者回線の収容される取扱所交換設備が設置されているＩＰ通信網サービス

取扱所 

申込者 本サービス利用契約の申し込みをした者 

契約者 この契約約款に基づく利用契約を当社と締結し、本サービスの提供を受ける者 

契約者回線 本サービス利用契約に基づいて取扱所交換設備と契約の申込者が指定する場所との

間に設置される電気通信回線 

回線終端装置 契約者回線の終端の場所に当社または特定事業者が設置する装置（端末設備を除き

ます。） 

端末設備 電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であって、１の部分の設置場所

が他の部分の設置場所と同一の構内（これに準ずる区域内を含みます。）または同

一の建物内にあるもの 

自営端末設備 契約者が設置する端末設備 



自営電気通信設

備 

電気通信事業者以外の者が設置する電気通信設備であって、端末設備以外のもの 

技術基準等 端末設備等規則（昭和６０年郵政省令第３１号）および端末設備等の接続の技術的

条件 

消費税相当額 消費税法（昭和６３年法律第１０８号）および同法に関する法令の規定に基づき課

税される消費税の額ならびに地方税法（昭和２５年法律第２２６号）および同法に 

関する法令の規定に基づき課税される地方消費税の合計額 

 

第４条（本サービスの提供） 

1. 本サービスは、特定事業者のサービス卸を利用して提供します。 

2. 本サービスの提供条件の変更内容が、電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２５号。以

下「事業法施行規則」といいます。）第２２条の２の２第５項第３号に該当する事項の変更又は本

サービスの一部若しくは全部の廃止となるときは、個別に通知する方法又は当社のホームページに

掲示する方法により説明します。ただし、本サービスは、特定事業者の事由等によりサービスの内

容が予告なく変更されることがあります。 

3. 本サービスの対象となる当社のコースおよびプランは別紙料金表に定めるものとします。なお、本

サービスは、最高速度を保障するものではなく、通信設備や契約者端末、宅内配線などの状況、他

回線との干渉、回線の混雑状況などにより、実際に利用可能な通信速度が低下する事及び、建物設

備の状況等により、提供ができない場合があることに同意するものとします。 

 

 

第 2 章 契約 

第５条（契約の成立） 

1. 本サービスの申込みをする者（以下、「申込者」といいます）は、予め本約款を承諾し別に定める当

社所定の申込書に必要事項を記入のうえ申込み通知を行い、当社がこれを承諾したときに当社と申

込者との間で本約款を契約内容とする契約が成立します。 

2. 当社は、契約の申込みがあったときは、受け付けた順に従って承諾します。但し、当社は、当社の

業務の遂行上支障があるときは、その順序を変更することがあります。この場合、当社は、申込み

を行った者に対してその理由とともに通知します。 

3. 当社は、第１項の規定にかかわらずサービスの取り扱い上余裕のないときは、その承諾を延期する

ことがあります。 

4. 当社は、契約申込みを行なったものに対し、必要に応じて身分証の提示や各種手続きの変更を求め

る場合があります。この場合、契約申込みをした者は当社からの求めに応じるものとします。 

5. 当社は、第１項の規定にかかわらず、次の場合には申込みを承諾しない事があります。 

（１）本サービス利用契約の申し込みをした者が、その本サービスに係る利用回線の契約を締結し

ている者と同一の者とならない場合。 

（２）申込者が本約款に違反する恐れがある場合。 

（３）契約の申込みをした者が本約款上要請される諸料金その他の債務（この約款に規定する料金

及び料金以外の債務をいいます。以下、同じとします）の支払を現に怠り、又は怠るおそれが

あると認められる相当の理由があるとき。 

（４）サービスの提供に必要な設備の設置・保守等の技術的な理由、又は経営的な理由等により困

難なとき。 



（５）加入申込者が未成年であり、法定代理人の同意を得ていないとき。 

（６）申込み内容に虚偽の事実の記載があったとき。 

（７）申込者が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼう

ゴロ、特殊知能暴力集団等の反社会的勢力（以下、「反社会的勢力」といいます）と判断される

とき。 

（８）当社の業務の遂行上支障がある場合。 

（９）その他、申込みの承諾が不適当であると当社が判断した場合。 

6. 第５項の規定により、当社が本サービスの申込を承諾しなかった場合、当社は申込者に対し当社の

定める方法によりその旨を通知します。 

7. 本契約において別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

8. サービス開始日は、回線工事完了後、当社が別途定める日とし、当社はサービス開始日を当社が適

当と認める方法で契約者に通知するものとします。 

 

第６条（契約の単位） 

当社は、１の回線収容部または１の利用回線ごとに１の本サービス利用契約を締結します。 

 

第７条（本サービスの提供区域） 

本サービスは、当社が別途定める提供区域において提供します。 

 

第８条（加入申込みの撤回等） 

1. 申込者は、加入申込みの日から起算して８日を経過するまでの間、文書によりその申込みを撤回又

は当該契約の解除を行うことができるものとします。 

2. 前項の規定による加入契約の申込みの撤回等は、同項の文書を受領したときにその効力を生じます。 

3. 加入契約後、引込工事、宅内工事等を着工済み、また完了済みの場合には契約者はその工事に要し

た費用の全ての費用を負担するものとします。 

 

第９条（契約の変更） 

1. 契約者は、当社が別に定めるところにより、本サービスの品目の変更の請求をすることができます。 

2. 当社は前項の請求があったときは、第５条（契約の成立）の定めに準じて取り扱います。 

3. 当社は第１項の請求が電話によるものであったときは、変更に関する事前説明については電話口に

て行うものとします。 

 

第１０条（契約者回線の移転） 

1. 契約者は、第７条（本サービスの提供区域）に定める区域内に限り、契約者回線の移転を請求する

ことができます。 

2. 当社は前項の請求があったときは、第５条（契約の成立）の定めに準じて取り扱います。 

 

第１１条（契約者の氏名等の変更） 

1. 契約者は、本サービス利用契約の申し込みの際、当社に通知した情報に変更がある場合は、当社所

定の方法により、遅滞なく当社に届け出るものとします。 

2. 契約者は、婚姻による姓の変更等、当社が承諾した場合を除き、当社に届け出た氏名を変更するこ

とはできないものとします。 



3. 契約者が契約内容の変更を申し出た場合、当社は、契約者に対しその申し出に関する事実を証明す

る書類の提示を求めることがあります。 

4. 契約者による前各項の届け出がなかったことで、契約者が不利益を被ったとしても、当社は一切そ

の責任を負いません。 

 

第１２条（契約者の地位の承継） 

1. 相続または法人の合併もしくは分割により、契約者の地位の承継があったときは、相続人または契

約者の地位を承継した法人は、当社所定の書面にこれを証明する書類を添えて、当社に届け出てい

ただきます。 

2. 前項の場合に、地位を承継した者が２人以上あるときは、そのうちの１人を当社に対する代表者と

定め、これを届け出て頂きます。これを変更したときも同様とします。 

3. 当社は、前項の定めによる代表者の届出があるまでの間、その地位を承継した者のうちの１人を代

表者として取り扱います。 

4. 契約者の地位を承継した相続人または法人は、当社が別に定める手続きに関する手数料等の料金を

支払うものとします。 

 

第１３条（権利の譲渡等禁止） 

契約者は、当社の承諾なく、契約者として有する権利の第三者への譲渡、使用許諾、売却または契約

者として有する権利に対する質権の設定等担保に供する行為を行ってはならないものとします。 

 

第１４条（契約者が行う本サービス利用契約の解除） 

契約者は､契約を解除しようとするときは､当社が別途定める期日迄にそのことを当社所定の方法によ

り通知していただきます。 

 

第１５条（当社が行う本サービス利用契約の解除） 

当社は、次の場合には、本サービス利用契約を解除することがあります。 

（１）第２３条（利用停止）の定めにより本サービスの利用を停止された契約者が、なおその事実

を解消しないとき。 

（２）当社が別に定める契約者回線等について、他の電気通信回線設備に空きがない場合等の理由

により回線収容替え（契約者回線等に係る伝送路設備を当社が指定する他の伝送路設備に変更

することをいいます。以下同じとします。）を行うことができないとき。 

（３）契約者の名義変更、地位の承継があったとき。 

（４）当社が定める期日までに工事を完了できないとき。 

（５）契約者の死亡について当社に届出があり、当社がその事実を確認したとき。 

2. 当社は、契約者が第２３条（利用停止）第１項各項目のいずれかに該当する場合で、かつ、その事

実が当社の業務遂行に著しい支障を及ぼすと当社が認めた場合は、第２３条（利用停止）の定めに

かかわらず、契約者回線等の利用停止をしないで本サービス利用契約を解除することがあります。 

3. 当社は、契約者において、破産、民事再生または会社更生の申立てその他これに類する事由が生じ

たことを知ったときは、本サービス利用契約を解除することがあります。 

4. 第５３条（サービスの変更または廃止）の定めにより、本サービスの全部、または一部を変更また

は廃止したときは、本サービス利用契約を解除することがあります。 

5. 当社は、本条第１項ないし第４項の定めにより本サービス利用契約を解除しようとするときは、あ



らかじめ契約者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

6. 本条第１項ないし第４項の定めに従って本サービス利用契約が解除された場合に契約者に損害が生

じた場合でも、当社は一切責任を負わないものとし、契約者はこれを承諾します。 

7. 本条第１項ないし第４項の解除にあたり、契約者の所有または占有する敷地、家屋または構築物等

の復旧に要する費用は、契約者の負担するものとします。 

8. 本条第１項ないし第４項の定めにより、本サービス利用契約を解除された場合でも、契約者は、別

紙料金表に定める工事費の支払いを要します。 

 

第３章 契約者回線の態様等 

第１６条（契約者回線の終端） 

1. 当社は、契約者が指定した住所内の建物又は工作物において、特定事業者の線路から原則として最

短距離にあって、 堅固に施設できる地点に保安器、配線盤又は回線終端装置等を設置し、これを契

約者回線の終端とします。この場合において、当社は、回線終端装置等を設置した場所を設置場所

住所として登録します。 

2. 当社は、前項の地点を定めるときは、契約者と協議します。 

 

第１７条（契約者からの契約者回線等の設置場所の提供等） 

契約者からの契約者回線等及び端末設備の設置場所の提供等については、次に定めるところによりま

す。 

（１）契約者回線等の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は建物内において、

当社が契約者回線等及び端末設備を設置するために必要な場所は、その契約者から提供してい

ただきます。 

（２）当社が本サービス利用契約に基づいて設置する電気通信設備に必要な電気は、契約者から提

供していただくことがあります。 

（３）契約者は、契約者回線等の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は建物内

において、電気通信設備を設置するために管路等の特別な設備を使用することを希望するとき

は、自己の負担によりその特別な設備を設置していただきます。 

 

第１８条（収容ＩＰ通信網サービス取扱所の変更） 

1. 契約者回線等は、特定事業者の定めるところによりＩＰ通信網サービス取扱所交換設備に収容され

ます。 

2. 特定事業者の事由により、収容ＩＰ通信網サービス取扱所が変更されることがあります。 

3. 当社は、前項の規定によるほか、第３７条（修理又は復旧）の規定により、収容ＩＰ通信網サービ

ス取扱所が変更されることがあります。 

 

第４章 端末設備 

第１９条（端末設備の貸与） 

当社は、契約者から請求があったときは、端末設備を貸与いたします。ただし、その端末設備の貸与

が技術的に困難なとき又は保守することが困難である等当社の業務の遂行上支障があるときは、その端

末設備を貸与できないことがあります。 

 

第２０条（端末設備の移転） 



当社は、契約者から請求があったときは、当社が提供する端末設備の移転を行います。 

 

第２１条（端末設備の返還） 

当社から端末設備の提供を受ける契約者は、次の場合には、その端末設備を特定事業者が指定する場

所へ速やかに返還していただきます。 

（１）本サービス契約の解除があったとき。 

（２）当社の端末設備を廃止したとき。 

（３）その他本サービス利用契約の内容の変更に伴い、端末設備を利用しなくなったとき。 

 

第５章 利用停止等 

第２２条（利用中止） 

1. 当社は、次の場合には、本サービスの利用を中止することがあります。 

（１）当社又は特定事業者の電気通信設備の保守上または工事上または本サービスの品質確保のた

めやむを得ないとき。 

（２）第２５条（通信利用の制限等）の定めにより、本サービスの利用を中止するとき。 

（３）当社が別に定める契約者回線等について回線収容替え工事を行うとき。 

（４）機器等の予期せぬ動作不良、第三者による機器等への不正アクセスまたは機器等のコンピュ

ータウィルス感染によりインターネット接続サービスを提供できない場合。 

（５）火災、停電または天災地変等の非常事態によりインターネット接続サービスの運営が不能と

なった場合。 

（６）法令または官公庁の命令等による措置に基づきインターネット接続サービスの提供ができな

い場合。 

（７）その他インターネット接続サービスの適正な運用上、当社がインターネット接続サービスの

一時的な中断が必要であると判断した場合。 

2. 当社は、前項の定めにより本サービスの利用を中止するときは、あらかじめ当社が適当と認める方

法により契約者に周知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 

第２３条（利用停止） 

1. 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、当社が定める期間、その契約者回線等の利用を

停止することがあります。 

（１）料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき。 

（２）当社と契約を締結しているまたは締結していた他のサービス契約のサービスの料金等につい

て、支払期日を経過してもなお支払わないとき。 

（３）第４３条（利用に係る契約者の義務）の定めに違反したとき。 

（４）当社の承諾を得ずに、契約者回線等に自営端末設備、自営電気通信設備、当社以外の電気通

信事業者が設置する電気通信回線または当社の提供する電気通信サービスに係る電気通信回線

を接続したとき。 

（５）契約者回線等に接続されている自営端末設備もしくは自営電気通信設備に異常がある場合そ

の他電気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合に当社が行う検査を受けることを拒んだ

とき、またはその検査の結果、技術基準等に適合していると認められない自営端末設備もしく

は自営電気通信設備を契約者回線等から取り外さなかったとき。 

（６）前各号の他、本約款の定めに違反する行為であって本サービスに関する当社の業務の遂行ま



たは当社の電気通信設備等に著しい支障を及ぼしまたは及ぼすおそれがある行為をしたとき。 

2. 当社は、前項の定めにより契約者回線等の利用停止をしようとするときは、あらかじめその旨を契

約者に通知します。ただし、本サービスの利用停止を行うときであって、緊急やむを得ない場合は、

この限りでありません。 

 

第２４条（契約者回線の提供ができなくなった場合の措置） 

1. 当社は、当社および契約者の責めによらない理由により契約者回線の提供ができなくなった場合は、

契約者からその契約者回線等の利用の一時中断の請求があったときを除き、本サービス利用契約を

解除することがあります。 

2. 当社は、前項の定めにより、本サービス利用契約を解除しようとするときは、あらかじめ契約者に

通知します。 

 

第６章 利用の制限 

第２５条（通信利用の制限等） 

1. 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、または発生するおそれがあるときは、災害の予防

もしくは救援、交通、通信もしくは電力の供給の確保または秩序の維持のために必要な事項を内容

とする通信および公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱うため、

契約者回線等の利用を制限することがあります。 

2. 通信が著しく輻輳したときは、通信が相手先に着信しないことがあります。 

3. 前各項の定めによる場合のほか、当社は、通信が著しく輻輳するときは、通信時間または特定の地

域の通信の利用を制限することがあります。 

4. 当社は、上記１の通信について、その通信時間が一定時間を超えるとき、またはその通信容量が一

定容量を超えるときは、その通信を制限、もしくは切断することがあります。 

5. 当社は、契約者間の利用の公平を確保し、本サービスを円滑に提供するため、動画再生やファイル

交換（Ｐ２Ｐ）アプリケーション等、帯域を継続的かつ大量に占有する通信手順を用いて行われる

通信について速度や通信量を制限することがあります。 

6. 契約者は当社に対し、通信時間等が制限されることによるいかなる損害賠償も請求することはでき

ません。また、上記制限による第三者を含む、いかなる損害も負わないものとします。 

7. 当社は、本条に定める通信時間等の制限のため、通信にかかる情報の収集、分析および蓄積を行う

ことがあります。 

 

第７章 料金等 

第２６条（料金および工事等に関する費用） 

1. 当社が提供する本サービス料金は、利用料金、手続きに関する料金等とし、別紙料金表に定めると

ころによります。 

2. 当社が提供する本サービスの工事に関する費用は、工事費とし、別紙料金表に定めるところにより

ます。 

3. 当社が貸与した端末設備を紛失、破損した場合およびその他の理由により端末設備を当社に返却し

ない場合の機器損害金は、別紙料金表に定めるところによります。 

 

 

第２７条（利用料金等の支払い義務） 



1. 契約者は、当社が本サービスの提供を開始した日から起算して、本サービス利用契約の終了日まで

の期間について、別紙料金表に定める利用料金の支払いを要します。 

2. 契約者は､次の表に掲げる場合を除き､利用できなかった期間中の利用料等の支払を要します。 

区別 支払いを要しない料金 

契約者の責めによらない理由により､その本サー

ビスを全く利用できない状態(その契約に係る電

気通信設備によるすべての通信に著しい障害が生

じ､全く利用できない状態と同程度の状態と場合

を含みます。)が生じた場合に､そのことを当社が

認知した時刻から起算して、２４時間以上その状

態が連続したとき。 

そのことを当社が認知した時刻以後の利用できな

かった時間(２４時間の倍数である部分に限りま

す。)について､２４時間ごとに日数を計算し､そ

の日数に対応するその本サービスについての利用

料等(その料金が別紙料金表の規定により利用の

都度発生するものを除きます。)。 

3. 第２２条（利用中止）の定めにより、利用の中止または中断があったときでも、契約者は、その期

間中の利用料金の支払いを要します。 

4. 当社は、支払いを要しない利用料金等が既に支払われているときは、その料金を返還します。 

 

第２８条（工事費の支払い義務） 

1. 契約者は、契約の申込みまたは工事を要する請求をし、その承諾を受けたときは、契約者は、別紙

料金表に定める工事費の支払いを要します。ただし、工事の着手前にその契約の解除またはその工

事の請求の取消し（以下、この条において「解除等」といいます。）があった場合は、この限りで

はありません。この場合、既にその工事費が支払われているときは、当社は、その工事費を返還し

ます。 

2. 工事の着手後に解除等があった場合は、前項の定めにかかわらず、契約者は、別紙料金表に定める

工事費の支払を要します。 

3. 別紙料金表に規定する分割支払いの適用を受けている契約者は、次のいずれかの事由に該当したと

きは、分割支払いに関する債務について期限の利益を失い、直ちに債務を履行するものとします。 

（１）その本サービスの契約の解除があったとき（当社が別に定めるときを除きます。）。 

（２）次のいずれかに該当する場合であって、契約者が分割支払金の支払いを怠るおそれがあると

当社が認めたとき。 

①自ら振出した手形、小切手が不渡りになったとき又は一般の支払いを停止したとき。 

②差押、仮差押、保全差押、仮処分の申し立て又は滞納処分を受けたとき。 

③破産、民事再生、特別清算、会社更生その他裁判上の破産処理手続きの申立てがあったと

き。 

4. 特定事業者の契約約款に規定するＩＰ通信網サービスの転用により、新たに当社と本サービスの加

入契約を締結した場合であって、当社に引き継がれた分割支払金の残余の期間の債務（特定事業者

が定める契約約款に規定するものをいいます。以下、この契約約款において「工事費残債」といい

ます。）があるときは、そのＩＰ通信網サービスの転用に係る本サービスの契約者は、その工事費

残債の支払いを要します。この場合において、当社は、その工事費残債を当社が定める方法により

請求します。 

5. 前項の適用を受けている契約者は、次のいずれかの事由に該当したときは、工事費残債について期

限の利益を失い、直ちに債務を履行するものとします。 

（１）その本サービスの解除があったとき（当社が別に定めるときを除きます。）。 

（２）次のいずれかに該当する場合であって、契約者が分割支払金の支払いを怠るおそれがあると



当社が認めたとき。 

①自ら振出した手形、小切手が不渡りになったとき又は一般の支払いを停止したとき。 

②差押、仮差押、保全差押、仮処分の申し立て又は滞納処分を受けたとき 

③破産、民事再生、特別清算、会社更生その他裁判上の破産処理手続きの申立てがあったと

き。 

 

第２９条（手続きに関する料金の支払義務） 

契約者は、本サービスに係る手続きを要する請求をし、その承諾を受けたときは、別紙料金表に定め

る手続きに関する料金の支払を要します。 

 

第３０条（料金の計算方法等） 

料金の計算方法ならびに料金および工事に関する費用の支払方法は、別紙料金表に定めるところによ

ります。 

 

第３１条（割増金） 

契約者は､料金の支払を不法に免れた場合は､その免れた額の他､その免れた額(消費税相当額を加算し

ない額とします。)の２倍に相当する額に消費税相当額を加算した額を割増金として､当社が別に定める

方法により支払っていただきます。 

 

第３２条（延滞利息） 

契約者は､料金その他の債務について支払期日を経過してもなお支払がない場合には､支払期日の翌日

から支払の日の前日までの日数について､年１４.５％の割合で計算して得た額を延滞利息として当社が

定める方法により支払っていただきます。 

 

第３３条（期限の利益の喪失） 

契約者は料金その他の債務について一部でも履行を遅延したときは、当社の請求により当社に対する

一切の債務の期限の利益を失い、直ちに債務の弁済をしていただきます。 

 

第８章 施設 

第３４条（当社の維持責任） 

当社は、電気通信設備（当社の設置したものに限ります。）を事業用電気通信設備規則（昭和６０年

郵政省令第３０号）に適合するよう維持します。 

 

第３５条（契約者の維持責任） 

契約者は自営端末設備または自営電気通信設備を技術基準および技術的条件に適合するよう維持して

いただきます。 

 

第３６条（契約者の切分責任） 

1. 契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設備が契約者回線等に接続されている場合であって、契

約者回線その他当社又は特定事業者の電気通信設備を利用することができなくなったときは、その

自営端末設備又は自営電気通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていた

だきます。 



2. 前項の確認に際して、契約者から請求があったときは、当社は、本サービス取扱所において試験を

行い、その結果を契約者にお知らせします。 

3. 当社は、前項の試験により当社又は特定事業者が設置した電気通信設備に故障がないと判定した場

合において、契約者の請求により当社または特定事業者の係員を派遣した結果、故障の原因が自営

端末設備または自営電気通信設備にあったときは、契約者にその派遣に要した費用を負担していた

だきます。この場合の負担を要する費用の額は、派遣に要した費用の額に消費税相当額を加算した

額とします。 

 

第３７条（修理又は復旧） 

1. 当社は、当社が設置した電気通信設備が故障し又は滅失した場合は、速やかに修理し又は復旧する

ものとします。 ただし、２４時間未満の修理又は復旧を保証するものではありません。 

2. 前項の規定によるほか、特定事業者が設置した電気通信設備が故障し、又は滅失した場合、特定事

業者がその電気通信設備を修理し、又は復旧します。この場合において、その修理又は復旧の順位

等については、特定事業者の定めるところによります。 

3. 前項の場合において、電気通信設備を修理又は復旧するときは、故障又は滅失した契約者回線につ

いて、暫定的に収容ＩＰ通信網サービス取扱所又はその経路が変更されることがあります。 

 

第９章 損害賠償 

第３８条（責任の制限） 

1. 当社は、本サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由によりその提供をしな

かったときは、その本サービスが全く利用できない状態（その契約に係る電気通信設備による全て

の通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。以下、

この条において同じとします。）にあることを当社が知った時刻から起算して、２４時間以上その

状態が連続したときに限り、契約者の料金減額請求に応じます。 

2. 前項の場合において、当社は、本サービスが全く利用できない状態にあることを当社が知った時刻

以後のその状態が連続した時間（２４時間の倍数である部分に限ります。）について、２４時間ご

とに日数を計算し、その日数に対応するその本サービスに係る別紙料金表に規定する月額利用料及

びオプションサービスを発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。 

3. 当社の故意または重大な過失により本サービスの提供をしなかったときは、前２項の定めは適用し

ません。 

4. 前３項の規定にかかわらず、当社は、本サービスの利用により発生した契約者と第三者との間に生

じた契約者または第三者の損害、および本サービスを利用できなかったことにより発生した契約者

と第三者との間に生じた契約者または第三者の損害に対し、いかなる責任も負わないものとし、損

害賠償義務を一切負わないものとします 

 

第３９条（免責） 

1. 当社は､契約者が本サービスの利用に関して損害を被った場合､前条３８条(責任の制限)の規定による

他は、何らの責任も負いません。 

2. 当社は､本サービスに係る設備その他の電気通信設備の設置､撤去､修理または復旧の工事に当たって､

契約者が所有若しくは占有する土地､建物その他の工作物等に損害を与えた場合に､それが当社の故

意または重大な過失により生じたものであるときを除き､その損害を賠償しません。 

3. 当社は、約款等の変更により自営端末設備または自営電気通信設備の改造または変更（以下、この



条において「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費

用については、負担しません。ただし、端末設備等の接続の技術的条件（以下、この条において

「技術的条件」といいます。）の定めの変更（当社に設置する電気通信設備の変更に伴う技術的条

件の定めの適用の変更を含みます。）により、現に当社が設置する電気通信回線設備に接続されて

いる自営端末設備または自営電気通信設備の改造等を要する場合は、当社は、その改造等に要する

費用のうちその変更した定めに係る部分に限り負担します。 

 

第４０条（通信速度の非保証） 

当社は、本サービスの通信速度につき、いかなる保証も行いません。契約者は、当社が定める本サー

ビスの通信速度が最高時のものであり、接続状況、契約者が保有する情報通信機器、ネットワーク環境、

その他の理由により変化するものであることを了承するものとします。 

 

第１０章 雑則 

第４１条（反社会的勢力に対する表明保証） 

1. 契約者は、本サービス利用契約締結時および締結後において、自らが暴力団または暴力団関係企

業・団体その他反社会的勢力（以下、総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと、反社会

的勢力の支配・影響を受けていないことを表明し、保証するものとします。 

2. 契約者が次の各号のいずれかに該当することが合理的に認められた場合、当社はなんら催告するこ

となくサービス利用契約を解除することができるものとします。 

（１）反社会的勢力に属していること。 

（２）反社会的勢力が経営に実質的に関与していること。 

（３）反社会的勢力を利用していること。 

（４）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていること。 

（５）反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していること。 

（６）自らまたは第三者を利用して関係者に対し、詐術、暴力的行為、または脅迫的言辞を用いた

こと。 

3. 前項各号のいずれかに該当した契約者は、当社が当該解除により被った損害を賠償する責任を負う

ものとし、自らに生じた損害の賠償を当社に求めることはできないものとします。 

 

第４２条（承諾の限界） 

当社は､契約者から工事その他の請求があった場合に､その請求を承諾することが技術的に困難なとき

若しくは保守することが著しく困難であるときまたは料金その他債務の支払を現に怠り若しくは怠るお

それがあると認められる相当の理由があるとき等当社の業務の遂行上支障があるときは､その請求を承

諾しないことがあります｡ この場合は､その理由をその請求をした者に通知します。ただし､本約款にお

いて別段の定めがある場合は､その定めるところによります。 

 

第４３条(利用に係る契約者の義務) 

1. 当社は､本サービスの提供に必要な電気通信設備の設置のため､契約者が所有若しくは占有する土地､

建物その他の工作物等を無償で使用できるものとします。この場合､地主､家主その他の利害関係人

があるときは､当該契約者は予め 必要な承諾を得ておくものとし､これに関する責任は契約者が負う

ものとします。 

2. 契約者は､当社または当社の指定する者が､設備の設置､調整､検査､修理等を行うため､土地､建物その



他の工作物等への立ち入りを求めた場合は､これに協力するものとします。 

3. 契約者は､当社が契約に基づき設置した電気通信設備を移動し､取り外し､変更し､分解し､若しくは損

壊し､またはその設備に線条その他の導体を連絡しないこととします。 ただし､天災､事変その他の

事態に際して保護する必要があるときまたは自営端末設備若しくは自営電気通信設備の接続若しく

は保守のために必要があるときは､この限りではありません。 

4. 契約者は､故意に契約者回線を保留にしたまま放置し､その他通信の伝送交換に妨害を与える行為を

行わないこととします。 

5. 契約者は､当社が業務の遂行上支障がないと認めた場合を除いて、当社が契約に基づき設置した電気

通信設備に他の機械、付加部品等を取り付けないこととします。 

6. 契約者は､当社が契約に基づき設置した電気通信設備を善良な管理者の注意をもって保管することと

します。 

7. 契約者は､前６項の規定に違反して電気通信設備を亡失し､またはき損したときは､当社が指定する期

日までにその補充､修繕その他の工事等に必要な費用を支払っていただきます。 

8. 契約者は､当社が発行したログイン名及びパスワード管理の責任を負います｡ログイン名及びパスワ

ードを忘れた場合や盗用されたことを認知した場合は､ただちに当社に届け出ていただきます。 

9. 契約者は､違法にもしくは公序良俗に反する態様で､データ通信サービスを利用しないこと及びデー

タ通信サービスを利用して他者に不利益を与える行為をしないこととします。 

10. 契約者は、当社もしくは他者の著作権､商標権等の知的財産権を侵害する行為､または侵害するおそ

れのある行為をしないこととします。 

11. 契約者は、他者の財産､プライバシーもしくは肖像権を侵害する行為､または侵害するおそれのある

行為をしないこととします。 

12. 契約者は、他者を差別もしくは誹謗中傷し､またはその名誉もしくは信用を毀損する行為をしない

こととします。 

13. 契約者は、詐欺等の犯罪に結びつく､または結びつくおそれのある行為をしないこととします。 

14. 契約者は、わいせつ､児童ポルノまたは児童虐待にあたる画像､文書等を送信または掲載する行為を

しないこととします。 

15. 契約者は、無限連鎖講（ねずみ講）を開設し､またはこれを勧誘する行為をしないこととします。 

16. 契約者は、本サービスにより利用しうる情報を改ざんまたは消去する行為をしないこととします。 

17. 契約者は、他者になりすまして本サービスを利用する行為をしないこととします。 

18. 契約者は、ウィルス等の有害なコンピュータープログラム等を送信または掲載する行為をしないこ

ととします。 

19. 契約者は、無断で他者に広告､宣伝もしくは勧誘のメールを送信する行為､または他者が嫌悪感を抱

く､もしくはそのおそれのあるメール（嫌がらせメール）を送信する行為をしないこととします。 

20. 契約者は、他者の設備等または本サービス用設備の利用若しくは運営に支障を与える行為、または

与えるおそれのある行為をしないこととします。 

21. 契約者は、その行為が前各号のいずれかに該当することを知りつつ､その行為を助長する態様でリ

ンクを張る行為をしないこととします。 

22. 契約者は、本サービスとサービス用設備（第三者へサービスを提供するための通信設備、電子計算

機、その他の機器およびソフトウェア）を接続しないものとし、かつ本サービスの全部または、一

部を第三者へ提供しないものとし ます。 

 

第４４条（契約により取得する個人情報） 



当社が契約により取得する個人情報について、当社が定める「個人情報の保護に関する基本方針」に

基づき適切に取り扱うものとします。 

 

第４５条（契約者回線等の設置場所の提供等） 

契約者からの契約者回線等および端末設備の設置場所の提供等については、契約者からの契約者回線

等および端末設備の設置場所の提供等については、次のとおりとします。 

（１）契約者回線等の終端にある構内（これに準ずる区域内を含みます。）または建物内において、

当社が契約者回線等および端末設備を設置するために必要な場所は、その契約者から提供して

いただきます。 

（２）当社が本サービス利用契約に基づいて設置する電気通信設備に必要な電気は、契約者から提

供していただくことがあります。 

（３）契約者は、契約者回線等の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）または建物

内において、当社の電気通信設備を設置するために管路等の特別な設備を使用することを希望

するときは、自己の負担によりその設備を設置していただきます。 

 

第４６条（情報等の削除等） 

1. 当社は、契約者の本サービスの利用が第４３条（利用に係る契約者の義務）に違反している場合、

当該利用に関し他社から当社に対するクレーム、請求等が為され、かつ当社が必要と判断した場合、

またはその他理由で本サービスの運営上不適切と当社が判断した場合は当該契約者に対し、次の措

置のいずれかまたはこれらを組み合わせて講ずることがあります。 

（１）第４３条（利用に係る契約者の義務）に違反する行為をやめるよう要求します。 

（２）他社との間で、クレーム等の解消のための協議を行うよう要求します。 

（３）契約者に対して、表示した情報の削除を要求します。 

（４）事前に通知することなく、契約者が発信する情報の全部もしくは一部を削除し、または他者

が閲覧できない状況に置きます。 

2. 前項の措置は契約者の自己責任の原則を否定するものではなく、前項の規定の解釈、運用に関して

は自己責任の原則が尊重されるものとします。 

 

第４７条（通信の秘密） 

1. 当社は、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第４条（秘密の保護）及び電気通信事業にお

ける個人情報保護に関するガイドライン（平成１６年総務省告示第６９５号）に基づき、契約者の

通信の秘密を守ります。 

2. 次に掲げる場合の情報取得等は、通信の秘密の侵害に該当しません。 

（１）通信当事者の同意がある場合。 

（２）刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第２１８条（裁判官の発する令状による差押等）

に基づく強制の処分が行われる場合。 

（３）特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律第４条

（発信者情報の開示請求等）に基づく開示請求の要件が充足された場合。 

 

第４８条（法令に定める事項） 

本サービスの提供または利用にあたり、法令に定めがある事項については、その定めるところにより

ます。 



 

第４９条（閲覧） 

約款において、当社が別に定めることとしている事項については、当社は閲覧に供します。 

 

第５０条（付加機能） 

当社は、契約者から請求があったときは別に定めるところにより、付加機能を提供します。ただし、

付加機能の提供が技術的に困難なときまたは保守することが著しく困難である等、当社の業務の遂行上

支障があるときは、その付加機能を提供できないことがあります。 

 

第５１条（本サービスに付随するサービス） 

当社が別途定める本サービスに付随して当社または他社が無償で提供する他のサービス（以下、「付

随サービス」といいます。）を利用する契約者は、本サービス利用契約が終了した後も、付随サービス

の提供を受けることを希望する場合、付随サービスを提供する当社または他社が別途定める対価を支払

うことに同意するものとします。 

 

第５２条（契約者に係る情報の利用） 

当社は、契約者に係る氏名もしくは名称、契約者連絡先電話番号、住所もしくは居住または請求書の

送付先等の情報を、当社または特定事業者または当社が指定する事業者（以下、「指定事業者」といい

ます。）のサービスに係る契約の申し込み、契約の締結、工事、料金の適用または料金の請求、その他、

当社、特定事業者または指定事業者の契約約款等の定めに係る業務の遂行上必要な範囲（契約者に係る

情報を当社の業務を委託している者に提供する場合を含みます。）で利用します。 

 

第５３条（サービスの変更または廃止） 

1. 当社は、当社または特定事業者の事由等により、本サービスの全部、または一部を変更または廃止

することがあります。 

2.当社は、前項の定めにより本サービスを変更または廃止するときは、事前に契約者に告知します。 

3.当社は、本条の規定による本サービスの全部、または一部を変更または廃止について、契約者の利

用に何らかの不利益が生じた場合であっても、その一切の責任を負わないものとします。 

 

第５４条（合意管轄） 

契約者と当社との間で本約款に関連して訴訟の必要が生じた場合、当社の所在地を管轄する簡易裁判

所又は地方裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第５５条（準拠法） 

本約款の成立、効力、解釈及び履行については、日本国法に準拠するものとします。 

 

第５６条（その他） 

本サービス契約の解除があった場合の料金の支払いその他の契約者の義務については、なお従前のと

おりとします。 

 

 

 



附則 

（実施期日） 

1.本約款は平成２８年１月１日より効力を有するものとします。 

2.本約款は平成２８年６月２７日より一部改訂します。 

3.本約款は平成２８年 7 月２１日より一部改訂します。 

4.本約款は令和 6 年 2 月１日より一部改訂します。 

 

 

  



別紙 料金表【通則】 

第１条（料金の計算方法等） 

1. 本サービスの料金および工事に関する費用は、この本サービス料金表（以下、「料金表」といいま

す。）に定めるほか、当社が別に定めるところによります。 

2. 当社は、契約者がその本サービス利用契約に基づき支払う利用料金を料金月（１の暦月の起算日

（当社が本サービス利用契約ごとに定める毎暦月の一定の日をいいます）から次の暦月の起算日の

前日までの期間をいいます（以下同じとします）に従って計算します。ただし、当社が必要と認め

るときは、料金月によらず随時に計算します。 

3.当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、前項に定める料金月の起算日を変更することが

あります。 

 

第２条（端数処理） 

当社は、料金その他の計算において、その計算結果に １円未満の端数が生じた場合は、その端数を切

り捨てとします。 

 

第３条（料金等の支払い） 

契約者は、料金および工事に関する費用について、当社が指定する期日までに、当社が指定する方法

で支払うものとします。 

 

第４条（料金の一括後払い） 

当社は、当社に特別の事情がある場合は、契約者の承諾を得て、２ヶ月以上の料金を、当社が指定す

る期日までに、まとめて支払っていただくことがあります。 

 

第５条（消費税相当額の加算） 

本約款の定めにより料金表に定める料金および工事に関する費用等の支払いを要するものとされてい

る額は、消費税相当額を加算した額とします。 

※1 本条において、この料金表に定める額とされているものは、税込み価格（消費税相当額を加算した

額をいいます。以下同じとします）によるものとします。 

※2 本約款の定めにより支払いを要することとなった料金または工事に関する費用については、消費税

相当額込に定める額に基づき計算した額と異なる場合があります。 

  



 

【別紙】 

料金表 

1. 適用 

 この別表に記載するすべての金額は、消費税込みの価格です。請求金額は税抜価格の合計から税率乗

算して小数点以下端数を切り捨てて計算します。 

2. 料金 

（月額利用料） 

品目 提供条件 提供内容 月額料金 

296 ひかりコラボ 

ファミリー 

３戸以下の建物※１ ・1G 

・200M 

・100M 

５，１１５円 

296 ひかりコラボ 

マンション 

４戸以上の建物※１ ・1G 

・200M 

・100M 

３，３００円 

296 ひかりコラボ 

ライトプラス 

 ・100M ３，８５０円 

※1 建物設備状況等により異なる場合がございます。 

 

（情報量に応じた加算料） 

品目 区分 単位 料金額 

296 ひかりコラボ 

ライトプラス 

月 間 累 計 情 報 量 が

3,000 メガバイトを超

え10,000メガバイト以

下の場合 

月 間 累 計 情 報 量 が

3,000 メガバイトを超

える 100 メガバイトま

でごとに 

24 円（税抜き） 

(税込価格 26.4 円) 

（月間累計情報量が 9,900

メガバイトを超え 10,000

メガバイトまでの 100 メ

ガバイトは、44 円（税抜

き）（税込価格 48.4 円） 

 

（提供内容） 

プラン名 備考 

ファミリー １G※2 

マンション １G※2 

２００Ｍタイプ及び１００Ｍタイプ以外のものであって、最大１Ｇbpsま

での符号伝送が可能なもの 

ファミリー 200M 

マンション 200M 

１００Ｍタイプ以外のものであって、最大２００Ｍbps までの符号伝送

が可能なもの 

ファミリー 100M 

マンション 100M 

ライトプラス 

最大１００Ｍbps までの符号伝送が可能なもの 

※２ 建物の設備等により１Ｇタイプが提供できない場合がございます。 

 



 

（オプションサービス） 

種類 月額料金 

無線 LAN カード ３３０円 

リモートサポートサービス ５５０円 

 

（レンタル機器） 

種類 月額料金 

レンタル HGW 

（ホームゲートウェイ） 

４９５円 

 

（損害金） 

レンタル機器 損害金 

ONU 一式 １２，１００円 

 

（工事費） 

①新規開通工事 

工事区分 工事費 

総額 分割払い 

工事担当者 

訪問あり 

屋内配線 

新設あり 

ファミリー/ラ

イトプラス 

２２，０００円 ７３３円×２９回 

７４３円×1 回 

マンション ２２，０００円 ７３３円×２９回 

７４３円×1 回 

屋内配線 

新設なし 

ファミリー/ラ

イトプラス 

８，３６０円 278 円×２９回 

298 円×１回 

マンション ８，３６０円 278 円×２９回 

298 円×１回 

工事担当者 

訪問なし 

ファミリー/ラ

イトプラス 

３，３００円 - 

マンション ３，３００円 - 

 

②移転工事 

工事区分 工事費 

総額 

工事担当者 

訪問あり 

屋内配線 

新設あり 

ファミリー/ライトプラス ２２，０００円 

マンション ２２，０００円 

屋内配線 

新設なし 

ファミリー/ライトプラス ８，３６０円 

マンション ８，３６０円 

工事担当者 

訪問なし 

ファミリー/ライトプラス ３，３００円 

マンション ３，３００円 

 



 

③品目変更工事 

工事区分 工事費 

総額 

「マンション」から「ファミリー/ライトプラス」 ２２，０００円 

「ファミリー/ライトプラス」から「マンション」 ２２，０００円 

「１００M または ２００M」と「１G」との変更 

工事担当者訪問あり 

８，３６０円 

「１００M または ２００M」と「１G」との変更 

工事担当者訪問なし 

３，３００円 

 

④WiFi 対応ルーター設置工事費 

区分 単位 料金額 

WiFi 対応ルーター １台ごと １１，０００円 

 

⑤割増工事費 

工事区分 割増工事費 

土日祝日の割増工事費 土曜日、日曜日及び祝日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律

第１７８号）の規定により休日とされた日並びに１月１日から１月３

日まで及び１２月２９日から１２月３１日までの日をいいます。）に

工事を行ってほしい旨の申出があった場合であって、その申出を当社

が承諾した場合、その工事に関する工事費の合計額に 3,３00 円 (税

込み)を加算して適用します。 

夜間加算の 割増工事費 １７時から２２時まで（１月１日か

ら１月３日まで及び１２月２９日か

ら１２月３１日までの日にあって

は、８:３０から２２：００迄としま

す。） 

その工事に関する工事費の合

計額から 1,１00 円(税込み)を

差し引いて１.３倍を乗じた額

に 1,１00 円(税込み)を加算し

た額 

２２：００ から翌日の８:３０まで その工事に関する工事費の合

計額から 1,１00 円(税込み)を

差し引いて１.６倍を乗じた額

に 1,１00 円(税込み)を加算し

た額 

土日祝日の割増工事費は分割払いの適用外となります。 

 

「分割した工事費の適用」 

1. 当社は、その契約者回線の設置に関する工事費について、当社が定めるところにより、３０回に分

割して請求する取り扱い（以下「分割支払い」といいます。）を適用します。 

2. 当社は、次の場合には、分割支払いを承諾しないことがあります。 

（１）分割支払いの請求をした者が工事費の支払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

（２）分割支払いの請求をした者がその本サービスの料金その他の債務の支払いを現に怠り、又は



怠るおそれがあるとき。 

（３）その他当社の業務の遂行上支障があるとき。 

（４）その他当社が不適当と判断したとき。 

 

（手続きに関する料金） 

区分 単位 料金額 

契約事務手数料 新規 1 契約ごとに ８８０円 

転用 1 契約ごとに １，９８０円 

事業者変更 1 契約ごとに １，９８０円 

発行手数料(通話明細書発行等) １回ごとに※３ １６５円 

※３ 過去３ヶ月分まで発行可能です。ライトプラスの通信明細は発行できません。 

 


